
B）の⽅式においてもサーバーを介した個⼈情報の移動に関して、個⼈情報保護に関す
る精査が必要である。 

２ 基幹システムへの登録には、所属元の⼤学（部局）、主
任者の承認も必要である。 
（つまり、個⼈が所属元の⼤学（部局）、主任者の承認
なしに登録することを防ぐシステムが必要である） 

所属元の⼤学（部局）、主任者が確認承認できる学内 RI システムを構築・提供する。 
例として、所属元の学内 RI システムにマイページなどを構築し、⼤学・主任者の承認を

得た後に、本⼈が基幹システム登録を⾏う⽅法が考えられる。 

３ 派遣先・所属元共に、紙ベース、印鑑システムから、電
⼦ファイルシステムに変える必要がある。 

現在の社会情勢の変化により、脱印鑑が進めば可能になる。 

４ ⼤学内でも放射線業務従事者情報が集約されていない。 
（⼤学内でも管理⽅法が⼀定でない。学内の統⼀につい
ても考える必要がある。） 

今回の事業等により、管理システムが提供されれば、集約・統⼀が進むことが期待される。 

５ 健康診断、教育、被ばく記録で扱いが異なる。特に、健
康診断データの扱いは⼤学毎に異なっている。 
（RI 施設管理、保健センター管理、部局管理など） 
・健康診断に関しては、基幹システムに登録すべき情報
の種類・項⽬についても統⼀する必要がある。 

課題１-解決策 Bの⽅法により、個⼈情報保護の問題は解決できると考えられる。 
但、健康診断データは⼤学毎に取扱⽅法が⼤きく異なるため、健康診断データを電⼦データ
として本⼈に提供し、基幹システムに登録する⽅法については詳細な検討が必要である。 
・健康診断に関しては、基幹システムに登録する必要がある情報の種類・項⽬について精査
し、（規制庁・厚労省・放射線安全協会も含めて）コンセンサスを得たうえで、システムに
反映させる。 
 

６ 過去の情報は紙ベースのものもあり、遡っての情報利⽤
は電⼦化の作業が必要となる。 

今回の事業等により、管理システムが提供されれば、電⼦化が進むことが期待される。 

７ 現有の学内 RI 管理システムとの互換性の問題を解決す
る必要がある。 

基幹システム開発時に、互換性の問題を解決できるように⼯夫する。 
システム開発企業との情報交換・協⼒が必要。 

８ RI 規制法以外の従事者情報（X線、電離則）の取扱につ
いても考慮する必要がある。 

現状・要望を把握し、対応可能な基幹システムあるいは学内 RI 管理システムを提供する。 
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9 予防規程に個⼈情報に関する記述を加える必要がある。 必要に応じて、予防規程に加えるべき記述の案を提供し、予防規程の改訂を推奨する。 
10 クロスアポイントメント教員などに対する対応も考え

る必要がある。 
クロスアポイントメント協定書等により、RI 従事者の管理責任を明確化する必要がある。 

 
 
② 理化学研究所播磨事業所（Spring８）におけるペーパーレス化に関する意⾒交換 

2021年 10 ⽉ 26⽇付で、理化学研究所播磨事業所安全管理室から「放射線業務従事者登録等⼿続きペーパーレス化について」の案内が発出されたため、
理化学研究所播磨事業所（Spring８）のシステム（以下、理研システム）について意⾒交換を⾏った。概要は以下の通り。 
・ 理研システムでは、利⽤者本⼈が理研システムに利⽤申請した後に、所属元の⼤学（部局）、主任者に確認承認依頼のメール連絡が送られ、所属元の⼤学

（部局）、主任者が確認承認する流れになっている。 
・ 上表の１B、及び２の案に類似したものであり（但、所属元の学内承認の前に申請する点は異なっている）、理研システムは概ね本 WG の⽅針と⼀致し

ている。 
・ 理研システムにより上表の項⽬３及び４が進展するものと考えられる。 
・ 本 WG で検討している⼀元管理システムとは、登録する情報の種類・項⽬（上表の５）が異なる可能性があるため、これらの点に関する精査が必要であ

る。 
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原子力規制庁ネットワーク事業ワーキンググループ２ 

第２回 継続的な利用のための試算・検討ワーキンググループ議事要旨 

 

日時：令和 3年 1月 7日 17:00~18:30 
Zoom オンラインミーティング 

出席者：柴（金沢大）、原（東京医歯大）、佐々木（富士電機）、渡部（東北大）、佐藤（東北

大）、吉村（阪大） 

 

（１）  以下の条件で試算した。 

１−１． 保守及び運営に関する事務は企業に外注。 

１−２． 保守は企業に外注、運営に関する事務は大学にて事務員を雇用。 

２−１． 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守及び運営に関する事務は企業に

外注。 

２−２． 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守は企業に外注、運用に関する事

務等は技術者を雇用。 

 

 

１−１．保守及び運営に関する事務は企業に外注 

 

保守費用全体の概算 

サーバー、ネットワークは大学のレンタルサーバー、専用ネットワーク（SINET－５）を利用する。 

保守費用は初年度、2 年度以降で異なるためそれぞれの費用算出を行う。表 1－1 参照のこと。 

①初年度      初回のみ必要な負担＋保守費用 

 ②２年度以降    保守費用 

 

保守費用負担額試算 

費用負担は 3 つのパターンで検討し、施設ごともしくは利用者ごとの費用算出を行う。表 1－2 を参照の

こと。 

①一括支払い      毎回の費用を利用者負担 

②サブスクリプション  定額制：ハード、保守費を定額負担 

               ｱ) 1 施設負担（想定施設数） 

               ｲ) 1 人負担（想定利用者数） 

③リカーリング     従量課金制：ａ．システム機器更新費用は運営者負担 

                  ｂ．保守費は利用者の定額負担 

                    -1 1 施設負担（想定施設数） 

                    -2 1 人負担（想定利用者数） 
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※ただし以下を除く。 

・利用者が使用する PC、ハブ等のハード費用 

・アプリケーションソフトの基本ベースにかかわる見直し、設計・作成費用 

・予期せぬ事象による対応・対策費用 

 

対象とする施設、人数 

ア）利用施設 25 施設（21 大学＋4 施設（QST,SPring8,KEK,JPARK)） 

イ）利用者数 10,000 人 

 

 

 

表 1－1 年間保守費等の試算 

（円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サーバー、ネットワ

ーク利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、専用ネットワー

ク(SINET-５)利用 

2 システムメンテナン

ス費 

継続

運用 

管理責任者 

事務 

4,000,000 

4,500,000 

8,500,000 50週、週 1 回管理 

派遣（年間）1 名、エラー管理、請求・

回収・経費管理 

3 シス テム機器更

新費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4半期ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修正 

5 アプリケーションソ

フト改造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF変換ソフト 初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document Converter

 Professional 

7 アプリケーションソ

フト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間サブスク

リプション） 

合計 
初年度 14,950,000 No.1～7 

2 年度以降 14,500,000 No.1～5、7 

 

 

  

A-175



 3 

表 1－2 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 

項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

①一括支払い 14,950,000 14,500,000  

②サブスクリプション 
ｱ)     598,000 ｱ)     580,000 1 施設負担（25 施設として） 

ｲ)       1,495 ｲ)       1,450 1 人負担（10,000 人として） 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．    500,000 運営負担 

ｂ．-1 578,000 ｂ．-1  560,000 1 施設負担（25 施設として） 

    -2    1,445     -2    1,400 1 人負担（10,000 人として） 

 

 

 

１−２． 保守は企業に外注、運営に関する事務は大学にて事務員を雇用 

佐々木氏作成の保守概算額に対して、人員を大学にて雇用（週 30時間勤務）した場合の費用 
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表 1－3 年間保守費等の試算 

   （円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サーバー、ネット

ワーク利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、専用ネ

ットワーク(SINET-５)利用 

2 システムメンテナ

ンス費 

継続

運用 

管理者、事務 3,500,000 

 

3,500,000 システム管理、ユーザーサポー

ト、請求・回収・経費管理（年

間）1名 

3 システム機器更

新費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4 半期

ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修

正 

5 アプリケーション

ソフト改造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF変換ソフト 初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document C

onverter Professional 

7 アプリケーション

ソフト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間

サブスクリプション） 

合計 
初年度 9,950,000 No.1～7 

2 年度以降 9,500,000 No.1～5、7 

 

表 1－4 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 

項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

① 一括支払

い 
9,950,000 9,500,000  

②サブスクリプ

ション 

ｱ)     398,000 ｱ)     380,000 1 施設負担（25 施設として） 

ｲ)         995 ｲ)         950 1 人負担（10,000 人として） 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．    500,000 運営負担 

ｂ．-1 378,000 ｂ．-1  360,000 1 施設負担（25 施設として） 

    -2      945     -2      940 1 人負担（10,000 人として） 
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２−１. 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守及び運営に関する事務は企業に外

注。 

 

既存アプリケーションソフトに新たに開発する教育訓練システム（大学独自に実施）からの教育訓練結果

情報を結合させる。保守費用全体額、保守費用負担は 1-1 項と同条件とする。対象とする施設数、人

数は以下のとおりとした。また本システムはより多くの放射線業務従事者に利用を促進させるため、大学、

大学共同利用機関以外に民間企業などの取入れによる施設、利用者を想定して算出する。 

 

対象とする施設、人数 

ア）利用施設 70 施設（大学および共同利用施設） 

イ）利用者数 25,000 人 
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表 2－1 アプリ改造（教育訓練システム情報結合）と年間保守費用概算 

   （円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サーバー、ネットワー

ク利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、 

専用ネットワーク(SINET-５)利用 

2 システムメンテナン

ス費 

継続

運用 

管理責任者 

ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱ 

事務 

4,000,000 

12,000,000 

4,500,000 

20,500,000 50週、週 1 回管理 

派遣（年間）1 名、エラー管理、請

求・回収・経費管理 

3 システム機器更新

費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4半期ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修正 

5 アプリケーションソフ

ト改造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF変換ソフト 初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document Conve

rter Professional 

7 アプリケーションソフ

ト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間サブ

スクリプション） 

8 教育訓練システム

データ結合 

初年

度 

設計費用 

ｿﾌﾄ作成・改造 

試験費用 

管理費 

160,000 

400,000 

240,000 

160,000 

960,000 基本、詳細設計 

ソフト作成 

単体、結合試験 

管理経費 

合計 
初年度 27,910,000 No.1～8 

2 年度以降 26,500,000 No.1～5、7 
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表 2－2 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 

項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

①一括支払い 27,910,000 26,500,000  

②サブスクリプション 

ｱ)     398,714 ｱ)      378,571 1 施設負担（70 施設として） 

ｲ)       1,116 ｲ)        1,060 1 人負担（25,000 人として） 

ｳ) 大学：   329 

   企業： 1,642 

大学：   312 

   企業： 1,559 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．     500,000 運営負担 

ｂ．-1 391,571 ｂ．-1   371,429 1 施設負担（70 施設として） 

    -2    1,096     -2     1,040 1 人負担（25,000 人として） 

c. 大学：   323 

   企業： 1,613 

大学：   306 

   企業： 1,530 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 
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２−２． 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守は企業に外注、運用に関する事

務等は技術者を雇用。 

 

佐々木氏作成の保守概算額に対して、人員を大学にて雇用（週 30時間勤務）した場合の費用 

 

表 2－3 アプリ改造（教育訓練システム情報結合）と年間保守費用概算 

   （円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サー バー 、

ネットワーク

利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、 

専用ネットワーク(SINET-５)利用 

2 シ ス テ ム メ

ン テ ナ ン ス

費 

継続

運用 

管理、事務 5,000,000 

 

5,000,000 システム管理、ユーザーサポート、請求・回収・

経費管理（年間）1名 

3 システム機

器更新費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4半期ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修正 

5 アプリケーシ

ョンソフト改

造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF 変換

ソフト 

初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document Converter Profe

ssional 

7 アプリケーシ

ョンソフト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間サブスクリプショ

ン） 

8 教 育 訓 練

システムデ

ータ結合 

初年

度 

設計費用 

ｿﾌﾄ作成・改造 

試験費用 

管理費 

160,000 

400,000 

240,000 

160,000 

960,000 基本、詳細設計 

ソフト作成 

単体、結合試験 

管理経費 

合計 
初年度 12,410,000 No.1～8 

2 年度以降 11,000,000 No.1～5、7 

表 2－4 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 
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項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

① 一括支払い 12,410,000 11,000,000  

②サブスクリプション 

ｱ)     177,286 ｱ)      157,143 1 施設負担（70 施設として） 

ｲ)         497 ｲ)          440 1 人負担（25,000 人として） 

ｳ) 大学：   146 

   企業：   730 

大学：   130 

    企業：   648 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．     500,000 運営負担 

ｂ．-1 170,143 ｂ．-1   150,000 1 施設負担（70 施設として） 

    -2      477     -2       420 1 人負担（25,000 人として） 

c. 大学：   141 

   企業：   701 

大学：   124 

    企業：   618 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 

 

 

保守体制別のメリット、デメリット考察 

 企業に一括委託した場合と一部を大学対応とした場合のメリット、デメリットを検討した。 

 企業に一括委託した場合 一部を大学対応とした場合 

システム監視 管理体制が一元的に構築される。システムに精

通した人員を配置させることでエラーや不測の事

態では、管理責任者との連携が図られる。 

管理体制が大学、企業に分割されるため企業側

との意思疎通をスムーズに図る必要あり。 

技能者の配置や派遣契約期間があるため、継続

的な人員確保に課題有り。 

品質保証 アプリケーションソフト運営保守全体と維持のた

めの品質管理を行わせることができる。 

アプリケーションソフトの保守を企業にさせることで、

維持に関する品質管理を行わせることができる。 

コスト 一部大学対応とした場合に比較し、費用は大

きくなる。 

企業に一括委託した場合より、費用は小さくな

る。 

 

 

（２） WG としての意見 

従事者管理のデータやり取りの DX だけでは、費用に対する利用者及び各施設が感じるメリットが薄

い。そのため、教育訓練の DX システムと連動させることが重要である。企業と大学で費用の差をつ

けることによって、大学が現実的に費用負担できる範囲に収まってくると考えられる。教育訓練の教

材開発が必要であるが、これはいくつかの大学が分担することで対応し、教材開発をした大学につい

ては、一定期間ディスカウントする等で対応する方法も考えられる。 
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現行システムの特徴 現行システムの○メリット/▲デメリット 次世代システムに求められる機能

紙ベースでのやりとりを電子化した。

(1) 従事者情報(被ばく，健康診断，教育訓練)
(2) 所属元で従事者として管理されていることの証明
　　(従事者証明)
(3) 放射線業務に従事することについての所属元の承認
　　(利用承認)

○ 手続きの迅速化。
▲ 従事者情報は登録時の一点だけが提供され，リアル
タイムの情報が得られるものではない。したがって，施

設側は厳密には法令が定める項目を保管記録していると

は言い難い。

(1) 従事者情報をリアルタイムで取得する仕組み
案1: 共通プラットフォーム(SaaS)で従事者管理を運用
　　し，派遣元も施設側も同じ情報を持つ。(図1)
案2: 利用者個人を中心とした設計とし，個人が定期的
　　に自分の情報を施設側に提供する仕組みを作る。

　　(図2)　この場合，共通CSVフォーマットの改訂
　　が必要。

(2) 法令改正
従事者管理を施設ではなく雇用者(派遣元)の義務とする
方向での法令改正も考えられる。(RI規制法だけでなく
電離則も含めて新たな規制の枠組みが必要になる可能性

もある。)

システムの利用者は，大学等の「放射線管理担当者」を

充てた。

○ システムでのやりとりが従事者証明と利用承認を担
保していた。

▲ 個人情報保護上の問題がある。(←WG01)

利用者本人を中心とした設計にする。この場合，次の機

能が必要;
・データのセキュリティと検証可能性の保証。

　(例: blockchain)
・派遣元と施設の間で従事者証明と利用承認を交換

　する仕組み。

・将来的には，本人確認のための仕組みが必要となる

　可能性がある。(例: マイナンバーの利用)

L2-VLANによる閉じたネットワーク上にシステムを構築
した。

○ セキュリティがある程度担保される。
▲ インターネットを経由したサービス(メール等)が使え
ず，不便があった。

セキュリティと利便性を両立させるシステム構成。

(例: データベースサーバ，Webインターフェース，メー
ルサーバをそれぞれ別に立てて，ファイアウォールでセ

キュリティを確保する等。)

▲  一元管理システムの利用促進を図るため，教育訓練
のサービスがあるとよい。(←WG02)

教育訓練システムとの連携。

セキュリティ等を考慮すると，従事者情報一元管理と教

育訓練は別のシステムとすべきである。その上で，両シ

ステムが連携を取るようにするか，あるいは利用者個人

を中心としたシステム設計の中で実現する。
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大学
大学で使用するオンラ

イン講義システム

従事者一元管理システムとオ

ンライン講義システムとの連

携方法に関する提案

その他、教育訓練についての意見・提案等 類似サービス

東京大学 CANVAS

従事者一元管理システムはク

ローズなネットワークである

ため、連携が難しい可能性が

ある。

教育システムを安定的かつ持続的に運用する必要がある。法令

改正等にあわせて、教育訓練内容を更新する必要がある。数多

くの施設の要望や教育訓練の実情を調査し、多くの施設が利用

可能な教育訓練の内容を作る必要がある。さらに、規制庁が受

け入れる内容にする必要性もある。

以上の課題を解決するためには、公的性格をもつ組織（日本ア

イソトープ協会など）が関与することが重要。運営主体として

大学は不向き。

神戸大学

・エックス線作業従事

のための教育訓練に

は、moodle
　　（moodleでは厳密
な時間管理できない）

・放射性同位元素等規

制法による教育訓練に

は、Leafシステム
　　（時間管理可能）

・教育訓練の受講履歴が自動

的に反映し、判定、閲覧・確

認に供されると良い。

・教育訓練のメニューで、共

通メニュー、他機関独自のメ

ニュー（安全取扱、予防規

程）も同時に反映されて承認

手続に供せられると良い。

・大学ごとに教育訓練の時間や項目が異なるため、共通メ

ニューを準備することが重要。教育訓練の内容が標準化される

メリットは大きい。

・オンライン講義システムを管理する主体を作る必要がある

が、運営主体の選定、運用・メンテナンスの費用が課題。大学

等放射線施設協議会のような、より多くの機関が参加し、意見

を吸い上げやすいところが良いと思われる。（日本アイソトー

プ協会との関係も整理する必要がある）

千葉大学 Moodle

現在の千葉大学のシステムで

は、Moodleが学内専用である
ため、外部システムとの連携

は難しい

・大学ごとに教育訓練の時間や項目が異なる。これに合わせた

教育訓練カリキュラムを作る必要があるので、多様な講義を準

備する必要がある。共通部分と各大学の独自部分を分けて、共

通部分のみ提供し、独自部分は各大学から提出してもらう方式

もあり得る。

・オンライン講義システムを管理する主体を作る必要がある。

予算が絡むので、難しい問題ですが、センター長会議か、施設

協議会などが適切と思われる。

・RI施設の相互利用を前提にすると、各大学等が従事者に要求
する教育訓練の中身を開示する必要がある。

長崎大学 Blackboard 特になし

　各大学で利用者の実情に合わせた特色ある教育訓練を行うこ

とを妨げてはならないので、各大学に合わせるのではなく、ど

のような大学でも使用できそうな共通項目、基礎項目をまず公

開すれば良いのではないかと思います。

　また、有料ベースではアイソトープ協会が継続的に開発公開

していますので、それに対するこちらの教育訓練コンテンツ配

信の優位性を明確にしておいた方が良いと思います。

日本アイソトープ協会：

放射線業務従事者のための教

育訓練講習会

https://jrias.smktg.jp/public/
seminar/view/206

東北大学
moodleをベースにした
独自システム

一元管理システムが外部に接

続できないので連携に問題が

発生する。

初期教育の内容は類似しているので、共同することが良い。

京都大学

大学の講義の受講など

の情報管理は独自の

京都大学教務情報シス

テム（KULASIS）及び
授業支援システム

（PandA）を使用するが
講義自体は「ZOOM」
を用いている。

また、再教育訓練は、

独自の放射線取扱者個

人管理システム

（KRUMS）と連携した
e-learningシステムを京
大の情報環境機構との

協力のもとに作成し、

それを用いている。

放射線取扱者個人管理システ

ム（KRUMS）を運用してお
り、外部システムとの接続は

容易ではない。
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資料 A 
  



問題点・課題の整理

・大学ごとに異なるe-learningシステムを利用しており、それぞれ一長一短がある。どのようなシステムがオンライン教育訓練に最適であるかについて調査研究
が必要。

・試験開発中の「従事者一元管理システム」には外部と連結できないため、「従事者一元管理システム」とオンライン教育訓練システムの連携については調査研

究が必要。

・事業所ごとにニーズが異なるため、基礎的教育カリキュラムと専門的カリキュラムなどを準備することが望ましい。なお、教育訓練の内容が標準化されるメ

リットは大きいため、全国的にニーズが強い。

・法令改正等にあわせて、教育訓練内容を更新する必要がある。数多くの施設の要望や教育訓練の実情を調査し、多くの施設が利用可能な教育訓練の内容を作る

必要がある。さらに、規制庁が受け入れる教育訓練の内容にする必要性もある。

・今後、上記課題の調査研究を実施するためには適切な規模の予算の確保が必要。

　以上の課題を解決し、かつ、教育システムを安定的かつ持続的に運用するためには、公的性格をもつ組織が教育システム運用を担う必要性がある。運営主体と

して大学は不向きと思われる。
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資料 6. 実習資料(VI) 

  

ࣰसᶚʰඉື෩๎ࣻಋҒݫોखѽࣰसϕϫήϧϞݗ౾ʱ 
 
 
ʨదʩ 
;ٶүگ͏͵Κ͵͜Ηͻ͵Δߨ๑րਜ਼ͶΓΕɼॵΌͱ؇ཀྵۢҮͶཱིͬΖͶۛ࠹
ுઈճوΚΗͪ๎ࣻતߨ͚͘րਜ਼͠ΗͪɽΉͪ͞ΗͶͮͱ਼͗ؔ࣎࿇܉
ͲɼͨΗͩΗ๎ࣻતࢬઅࣰସͶܙ͑Ͳگү܉࿇ΝࣰͤࢬΖ͞ͳ͗،གྷͲ͍Ζ
͢ݡ࿇ϕϫήϧϞ܉үگॶͶ͕͏ͱ͞ΗΔଲԢͲɼۂࣆઈ͠Ηɼ֦͗ࢭ
ΝਦΔΗͱ͏Ζ͞ͳͲ͍Θ͑ͳࢧΚΗΖɽ 
ָگүؖؽڂݜͶ͕͏ͱͺɼ͞͞ͲॵΌͱ๎ࣻતͶܠΚΖָਫ਼ΏंڂݜΝଲে
Ͷگү܉࿇ΝࣰͤࢬΖ͞ͳ͗ଡ͏ɽΉͪɼಝͶື෩͠Ηͱ͏͵͏๎࣯ࣻΝѽ͑ࢬ
અͶ͕͏ͱͺɼ͞ΗΔखΕѽ͏๏๑ΝްՎదͶָसͦ͠ΖͪΌɼࣰसΝ͑ܙͲ
ժ͢ͱ͏Ζͳܯͱ͏Ζͳ͞ΘΉͪɼ͞Η͖ΔखΕΗͪ͏ͳ͢࠷सճΝߪ࿇܉үگ
͞Θଡ͚͍ΖͳࢧΚΗΖɽ 
͑ͪ͢͞ഐܢΝಁΉ͓ɼࠕյݜरճʨࣰस̐ʩͶ͕͏ͱͺɼਕگүͶ͕͜Ζඉື
෩ RI Ν࢘༽ࣰͪ͢सϕϫήϧϞͺʹ͍͑Ζ΄͖͘ΝɼښָͲྭΝୌࡒͶɼࣰ
ΖɽΉͤ౾ݗ͢ৄݗͲɼචགྷ͵གྷોͳࣰसްՎΝͪ͢ߨͶࣰसϕϫήϧϞΝࣰࡏ
ͪɼ͞ݗ౾݃ՎΝͳͶસࠅͶࣰͪ͜सΪχޮΝ͢ࢨͱࡠࡒگϭϱ
ητρϕͳ͢ͱ͏ͪ͘͏ͳ͓ߡͱ͏Ζɽ 
 
ʨ๏๑ʩ 
ࣰसϕϫήϧϞʲඉື෩๎ࣻಋҒݫોखѽࣰस ʤrVer.2.8ʥΝݗ౾ଲেࡒگͳ͢
ͱɼࣰࡏͶରͤݩΖͳͳͶɼͨͲ՟ୌ఼Νݗ౾ͤΖɽຌߪसͺ௪ɼښ
ָͶ͕͜Ζگوү܉࿇ϕϫήϧϞҲ෨ͳ͢ͱߨΚΗͱ͏Ζɽणߪਫ਼̐ਕ̏ૌͲࣰ
ͳ؏ं̏໌̑໌Ν̏ൟͳ͢ɼϕϫήϧϞ໌̐ंࢬͲͺࣰ౾ݗյࠕΗΖɽ͠ࢬ
ՃΝ͑ߨɽ 
 
ʨՃϛϱφʩ 
˚�τΫηφىफ़ 
 ʀणंߪ಼ࣖࢨ༲ͺద͖֮ 
 ʀτΫηφητρϕͺన͖ 
 ʀ಼༲գଏͺ͵͏͖ 
˚�҈સ؏఼ 
 ʀඅͻ͚ڬΗـͰ͘ 
 ʀԜઝڬΗـͰ͘ 
 ʀͨଠݧثـͰ͘ 
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˚�಼༲ྖͳॶགྷؔ࣎ 
 ʀྖۂࡠͶଲֽ͖͢Ζؔ࣎ͺన͖ 
 ʀໃମ͵͗ؔ࣎͘ۯͲ͘ͱ͏͵͏͖ 
 ʀࣆʀޛࣆॴཀྵͶ͖͖Ζෝ୴ͺ 
 ద͵Ճ૱�˚
 ʀࣰसްՎ͗ΌΔΗΖ͖ 
 ʀਕߪसͳ͢ͱसಚͤ΄͗͘ߴࣆରݩͲ͘Ζߑͳ͵ͮͱ͏Ζ͖ 
 ʀࣰसϕϫήϧϞࡒگͳ͢ͱրྒྷ఼ͺ 
 Ζ͞ͳՃͤڛүϕϫήϧϞࣰसαϱτϱςͳ͢ͱگ�˚
 ʀޮՆ൳ʤஸݘࡠ֮ʥ 
 ʀޮՆ൳ʤԀལཤ༽ݸݘҕʥ 
 ʀޮՆ൳ʤޮޛϓΧϫʖՆ൳ʥ 
 
ʨࣰसʩ 
֕གྷઈ 
ʀࣰसॶʁښָ๎ࣻಋҒݫો૱ιϱνʖگү܉࿇౫ࣰ̐स࣪ 
ʀࣰसؔ࣎ʁ̔̎ 
 
ࣰसτΫηφ 
ʀ̡ ඉື෩๎ࣻಋҒݫોखѽࣰस ʤrVer.2.8ʥ 
ʀߪसΝࣰͤࢬΖଈΪχ 
 

ʽݜर༽รߍ఼ʾ 
 ̏ɿγʖϗϟʖνखѽ -> ྲྀʤࣰस̏ͲࣰࡃࢬΊͳͤΖʥ 

̐ɿඉື෩̩̠سएࡠ -> ̑ਕ̏ૌɼ̐ ਕͺτΫηφࡎى௪ΕͶ
՟ୌΝ͞͵ͤɼ̏໌ͺ༹ͨࢢΝ؏͢ࡱɼ
 Ͱ͏఼ͪΝϟϠͤΖـ

 ̑ɿړͳअṯްՎ -> ՟ୌ A Ͷรߍ 

՟ୌ AʁනԜઝࢾྋࡠ 

জࡒεʖφɼΠέϨϩ൚ʹ͖͞Ͷɼࣰस̐Ͳ࢘༽̩̠ͪ͢ӹର
Ν̐ॶͶ֦̏థͦ͠ף૫ͤΖ 

 εʖφʤ30 cm × 30 cmʥ ̐झྪ ήϩʖϕ֦̏ࡒྋ জࡒ
 ΠέϨϩ൚ʤ30 cm × 30 cmʥ     ήϩʖϕ֦̏ 

A-1-1 ητϱϪηώρφͶজࡒεʖφΝ͚ 
A-1-2 εʖφࠪԾ۳ͶࣰसήϩʖϕߺىΝϜζρέͲͤࡎىΖ 
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A-1-3 ࢘༽ͤΖ̩̠ӹରͺɼݬӹɼγϱϕϩ Aɼγϱϕϩ B ͏ͥ
Η͖ 

A-1-4 ͦ͠ΖॶͺɼεʖφΝ̑×̑ͶۢͮͪϜηʹ͖͞ 

A-1-5 Ԝઝݱͳ͵ΖӹରͶΪϧηΝਃ͢ɼΪϧηͶ
ͪ͢ӹରΝজࡒεʖφͶ఼ͤ͜Ζɽ 

A-1-6 Ԝઝͪ͢εʖφΝητϱϪηώρφ͟ͳϓʖχ಼Ͷ͏ޕҩ
͏ͶΊ॑ɼҲ൫ף૫ͦ͠Ζ 

A-1-7 ʲԜઝॶϟϠ ༽rࢶͶ࢘༽̩̠ͪ͢ӹରɼԜઝॶΝى
͢ɼ୴ࢥߪͶड़ͤΖ 

 
 ̒ɿ๎ࣻഉؼྪͳ࢟ޛ -> τΫηφ௪ΕͶࣰࢬ 
 ̓ɿࣰ݃ݩՎՃ -> ྲྀʤ͍͗ؔ࣎ΗͻৰΗΖఖౕʥ 
 ̔ɿࣰसϕϫήϧϞՃɼݗ౾ -> ࣰस̐ΉͳΌ 
 
ʨࡱߡʩ 
՟ୌڂݜͶͳͮͱɼࣰसͺஎࣟʀٗसಚʀ֮͗దͲ͍Εɼंߪ࿇ण܉үگ
Ͳͺ͵͏Ͳɼࣰस՟ୌୣౕΝ਼దͶՃͤΖ͞ͳͺ್࣏Ͷ͚΄͘Ͳ͍Ζɽ
ࣰसࡠΝ௪ͣͱɼҲ࿊ࡠΝ͏ࢧศͤ͞ͳͲɼಝͶ RI ࡠͲʹ͞Ͷ͗ݧث
͍͖ͮͪɼͨݧثΝ͏͖Ͷ͢ͱյඈͤ΄͖͘ͳ͏ͮͪରݩΝһে͜ΖΓ͑͵ޛࣆ
 ࣟ͠Ηͪ͏ɽ࠸གྷͲ͍Ζ͞ͳΝ॑͗ࡱߡ
Ήͪɼࣰसͺ͍͗ࡒگΗͻͲ͘Ζͳ͏͑Ͳͺ͵͏ɽࣰस࠷Ν॑ͱ͏͚Άʹ
ͶɼࣰसݳΝͤضࢨΖࢥߪघͶΓΖͳ͞Θ͗ඉͶ͘͏͞ͳࣰ͗״Ͳ͘Ζɽ
ͤ͵ΚͬɼࣰसΝ͢࠷Γ͑ͳͤΖ๎ࣻત؇ཀྵ୴ंͺࣰस಼༲ΏࡒگͶଲ͢ͱॉ
͵ཀྵմͳݳͲଲԢྙΝஃ͓ͱ͕͚͞ͳɼՅ͓ͱࣰसదΝࣨݡΚ͵͏Ͳ಼༲
ϔϧρεϣΠρϕΝܩକ͢ͱ͏͚Ϝϋζϟϱφྙ͗චགྷͲ͍Ζͳ͓ݶΓ͑ɽ 
͞ΗΔΝಁΉ͓ͱɼ֦ࢬઅͲਕߪसͳ͢ͱࣰसϕϫήϧϞΝ͑͞ߨͳͶͯ͏ͱɼ
τʖϜɼࡒگɼࣰࢬགྷ͵ʹͶͯ͏ͱɼસࠅͶ͜ͱࣰसΪχͳ͢ͱޮͶͯ
͏ͱɼݗ౾ɼ٠͢ͱ͚ͫ͠͏ɽ 
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 ΖଈͪΌΪχͤࢬसΝࣰߪ
 
ߪ̠̩وसճͶͱࣰसΝࡏ͑ߨͶसಚ͢ͱΆ͢͏݇ 

գͶڬΗ͵͏ʙ͗ٺ͵͏ʙΔ͵͏ 
ਐ͵Εඍ 

 ʂϚνϱΝસͱͬ͘ΞͳཻΌΖʥޤʤԜઝݩࣰ
ηϨρϏʤԜઝ֨ࢯʂས͓࣎͘Ͷགྷқʥ 
ϛίρφતྖܯʤݺਕඅͻ͚ϠωνϨϱήʂૹ෨Ғͳતྖܯ͘ʙݗड़͗͘ʥ 

 ࠬݗԜઝطʀ۫حͶ࢟ݩࣰ
Ԝઝ࣎ݡਫ਼֮Կ 
Ԝઝஇخ६Νࣖͤ͞ͳʤ̙̞̐ഔΝԜઝͳͤΖʥ 

 ͳ͑͞ߨͱͮ࠴ͺࡠݩࣰ
ཱིͮͱअ͏൚͖Δ͘ࠒΞͫͲͺқັ͗ໃ͏ 

̩̠Νͬ࣍ड़ͤͶ۫ح६ඍΝ࠹ݸͶ 
ηϝΠࠬݗ༽ࢶฤΝ६ඍ 
ϟηϓϧηαΝΪϧηϑʖΩʖ಼ͶཱིͱΖ 
ϓϧηα֘͘ॶΝ֮ฯʤϛϨΘࢶฤʥ 
͞Ή͟ΌϒϘρφΝݩࢾ؇಼ͶཱིͱΖ 
ఈ༽ώΠϩΝεϡʖϪ಼ͶཱིͱΖ 
ώΠϩΫϡρϕͶϧϗϩى 
ͤ΄ͱྪ۫حͶघ͚͖͗ʹ͖͑οΥρέ 
ϨϱͳਭΝϕϧϑʖΩͶखΕ͜Ζ 
͍Δ͖ͣΌৢཻਭΝΗͱ͕͚۫حͶͺΗͱ͕͚ 

ϒϘρφԜઝॶΝώρφ಼ͲύϱχϨϱήͤΖ͞ͳ 
ϒϘρφ͗ଗͶ͖͵͏Γ͑Ͷ 
͗ࣙਐଈͶ͖͵͏Γ͑Ͷ 
͘๏ɼ͘ॶͶқ 

 ͺͲ͘Ζͫ͜ྈघͲѽ͑۫ح
ʰӊघͶϒϘρφΝͬ࣍ɼݬӹώΠϩ༲حΝࠪघͲͬ࣍ɼࠪ घࢨͲΫϡρϕΝ͜
Ζࡠʱͅ ɼΉͥ҈ఈͲ͍Ζ͢ɼࠪ घͺړۛࢺͲඅͻ͚Ν͢ͱ͏Ζ͞ͳΝࣟ͠
ͤ΄͘ 
༲حͶӹΝΗΖࡏͶͺฤ๏घͺϒϘρφࡠɼ͑ฤ๏घͲ༲حΝ͓ࢩΖ 
֘Ν͍͜Ζˢ֘Ν͕͚ˢϒϘρφΝͯ࣍ˢӹΝͤࡠΖˢορϕΝࣼͱΖˢϒϘρφ
Ν͚ˢ֘ΝͤΖ 

ӹͺحปͶԌΚͦͱʤඊວ͗ࢆΔ͵͏Γ͑ͶʥͨͮͳͤΖ 
ϟηϓϧηαౙࠠྈघͲ࣍͢ࢩͱ 
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ϜέϫϒϘρφͺوఈྖΝਜ਼֮ͶखͤΖͪΌ۫حͲ͍Ζ 
ηϛφେΚΕͲͺ͵͏ 
Ꭱ፫େΚΕͲ͵͏ 

ορϕໃମ͏ݥΝ͛ʻഉؼྖݰ 
̩̠͗ΖͺɼӹΝϑʖΩʖ͖Δϓϧηαં͏ͲΓ͏ 
ϒϘρφͲͬΉͬΉΗΖචགྷͺໃ͏ 

 ߨΝྯࠬݗԜઝࢨͶघؔۂࡠ
ӹεϱώΠϩͺනԜઝΝঈͤڊΖ͞ͳ 

 ͤΖ͞ͳߑΝਜ਼͚͢ڧͳતྖིఈͲͺɼఈړ
ώρέήϧϱχགྷҾঈڊʪϟηϓϧηα಼̩̠ʙྣંࣰݩൟ̩̠ʫ 
ಝͶ B1FࣰसͺྣൟͳϪΠΤφͶΓΖױমΝैͤྂߡΖ͞ͳ͗චགྷ 

ഉؼॴཀྵघॳ 
ໃؽഉӹॴཀྵ͗྅ͤΖΉͲघୀΝ͠͵͏ɼώρφ಼ϛϨΘࢶࣼͱ͵͏ 
ӹରഉؼ͗સͶॴཀྵ͢श͓ͪΔɼώρφ಼ϛϨΘࢶΝঈ͢ڊͱΓ͏ˢՆ೫ 
घୀԜઝࠬݗ༙ໃ֮ޛɼγʖϗϟʖνϧρϕ͢ͱ͖Δೋ೫Ν
ถͣΖ 

 ୈཀྵಶݩʙࣰࠬݗԜઝطʀ۫حޛश྅ݩࣰ
ࣰस࢟য়ସસͶͤ͞ͳ 
ࣰस࢟ͺ۫حԜઝໃ͖ͮͪͺͥ͵Ͳɼ۫حԜઝ͗ໃ͏͞ͳۂࡠݫ
Ҳ 

ୂड़࣎Ԝઝࠬݗ 
Ήͥજླྀ͢ͲघΝજ͑ 
ύϱχϓρφέϫηϠωνͺηϨρϏΉΉΖ 
घΝࠫ͢ΗɼҲ൬Ԡป͗ηρο͵Ͳɼԣͪ͢ΉΉ̓භΫʖϕˢఈ݃Վ 
ୈ͖Δ߳ΕͱɼҧෲԜઝࠬݗʤਐ͟ΘɼଗԾଈ͵ʹΝοΥρέʥ 
ୂड़࣎ΗοΥρέ 
ಝͶΩʖχͳતྖܯ 

Ԝઝ͗ࠬݗͲ͘ΖਕͶ͵Ζ͞ͳ 
ԜઝΝًͨ͑͢͞͵ࡠ 
Ԝઝͨ͑͢͵ॶ 
Ԝઝ༙ໃ֮ 
ԜઝࠬݗʤγʖϗͶΓΖఈʥٗढ़ 
 ʤअ͏ʥڊঈݱஎતع
ϖρχૺࠬ 
ԜઝͶଲ͢ͱഓྂͤΖৼ͗үͱͻɼࣙਐ͗ԜઝΝًͤ͞͞ͳққࣟͤΖ 
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資料 7. 実習資料(VII) 

  

ܱ፼ III 

ݥ݅᩼ RI による൲௨ႆဃのࣖݣ২Ꮱᄂ̲ӏび᚛ᛯ 

 

 

 

 ᘙ᩿൲௨ࣱݧ્ 1

 

 ᘙ᩿൲௨に᧙するؕᄽ事ࣱݧ્ 1.1

 ཋԼなどのᘙ᩿の્ࣱݧ൲௨のことを્ࣱݧᘙ᩿൲௨という。ཋԼのឋやࣱཞ、൲௨เと

なる᳃の҄࢟ܖや๋ۥのཎࣱなどによって、ࣱܭᲢბࣱᲣのᘙ᩿൲௨Ტfixed surface 

contaminationᲣとᢂᩉࣱのᘙ᩿൲௨Ტremovable surface contaminationᲣがある。ܭ

ࣱのئӳ、ᨊ௨がᩊなことがٶいが、そのӒ᩿൲௨がਘٻするリスクは低い。一૾、ᢂᩉࣱ

のئӳは、ᔕႆやੱႆ、または人ໝႎなᘍໝᲢᚑ、رり࠼げሁᲣによる൲௨ሖのᆆѣやਘ

、᭗いࡇやᕤԼሁによるᏵを介したਘなども᪽ࣞにおいて、ឪໜとなる൲௨ሖより

も࠼ርの൲௨をあらかじめेܭしておくなど、ᐮೞࣖ٭なݣϼが൭められる。 

 ᘙ᩿൲௨ሖをႆᙸしたら、まずは൲௨のᆉࡇと൲௨のርをཎܭする࣏ᙲがある。ྵ のئ

ཞඞによっては、൲௨ਘٻᲢ二ഏ൲௨Უを᧸ぐためにも、ᡆᡮに൲௨のᆉࡇとርのᚸ̖をᘍ

い、ᢘЏなᨊ௨をܱしなければならない。൲௨のᆉࡇと൲௨のርをཎܭするᨥのਦとな

るのが『ᘙ᩿൲௨݅ࡇ Ტactivity per unit areaᲣ[Bq/cm2]』である。 

 ஜܱ፼は、ᘙ᩿൲௨݅ࡇのምЈ૾ඥにॹれ、ᨊ௨のᨥにသॖすべき事を体᬴ႎにૢྸする

ことを主たるႸႎとする。 

 

1.2 ᘙ᩿൲௨݅ࡇのยܭ 

 ᘙ᩿൲௨݅ࡇは「ႺยܭඥᲢdirect measurement of surface contaminationᲣ」また

は「᧓ยܭඥᲢindirect measurement of surface contaminationᲣ」によりยܭする。

 。ᎍはふきӕりඥまたはスミアᲢsmearᲣඥともԠばれるࢸ

 Ⴚยܭඥは、ࣱܭおよびᢂᩉࣱの൲௨のԧをยܭすることができるが、ยܭにٳᢿ્

᪪はないが、ᢂᩉࣱの൲௨のみࢨዴのݧᢿ્ٳඥはܭ᪪をӖけやすい。一૾、᧓ยࢨዴのݧ

ยܭӧᏡであり、また「ふきӕりјྙ」をᎋॾする࣏ᙲがある。 

 なお、ᘙ᩿൲௨݅ࡇを൭めるᨥに使ဇするย֥ܭは、્ݧᏡ౨Јᨂမがᘙ᩿൲௨の݅ࡇᨂ

のࡇ 1/10a以下であることが࣏᪰となる。 

 

                                                        
a「๎ࣻતを๎ड़するಋ位ݫોの਼ྖをఈめる件」（ฑॉ್೧ॉ月್ॉࢀೖߺ外 科学技ढ़ுࣖࠄ࠹、ߺޔश改ਜ਼：
ྫݫ೧月一ೖ ྙࢢݬ規委員会ࣖࠄ一ߺ）ॉড়（管ཀྵ区域から࣍ちड़すに係るනの๎ࣻಋ位ݫોのື
ౕ） 
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※ 以下のย૾ܭඥӏびᘙ᩿൲௨݅ࡇのᚘም૾ඥは、ᨥᙹ ISO 7503-1 をؕに˺され

た JIS ᙹ エネルギー0.15MeVٻඥ ệ βዴ્ЈఋᆔᲢஇ૾ܭᘙ᩿൲௨のยࣱݧ્」4504

以上Უӏびαዴ્Јఋᆔ」Ტ2008  。ᘍᲣにแਗしているႆ࠰

 

1.2.1  Ⴚยܭඥのとᘙ᩿൲௨݅ࡇのᚘም૾ඥ 

 Ⴚยܭඥでは、ย֥ܭを൲௨ሖにできるだけᡈづけてᚘૠྙをยܭする。 

 

1.2.1.1 Ⴚยܭඥのとသॖ事 

① ยݣܭᝋཋのᘙ᩿上を、ゆっくりと一ܭのᡮࡇで౨Ј֥をᆆѣさせながら൲௨

ሖをኧする。 

② ൲௨を౨Јしたら、ย֥ܭをできるだけᡈづけaてᲢยܭໜとย֥ܭとのܖ˴࠹

ႎᣐፗをܱ፼ I のแዴเと౨Ј֥とのᣐፗとӷじにするᲣ、そのئでҗЎな᧓

Ტย֥ܭのܭૠのᲭ̿以上Უ᩺ഥし、ᚘૠྙをᛠみӕる。 

 

1.2.1.2 Ⴚยܭඥのᚘም૾ඥ 

 ᘙ᩿൲௨݅ࡇ AsᲢBq/cm2Უを൭めるためのᚘምࡸは以下のとおりb。 

 ただし、൲௨᩿ᆢはย֥ܭのஊјᆸᲢλݧᆸᲣの᩿ᆢとӷሁまたは࠼いものとし、

ஊјᆸ᩿ᆢにおけるᘙ᩿൲௨݅ࡇはר一とみなす。 

 

     As  =  ( N ệ N b ) / ( H i x W x H s ) 

 

    N  Ჴ ᚘૠྙᲢcpsᲣ 

        N b Ჴ バックグラウンドᚘૠྙᲢcpsᲣ 

        H i   Ჴ ೞ֥јྙ instrument efficiencyc 

        W  Ჴ ย֥ܭのஊјᆸ᩿ᆢᲢcm2Უ 

        H s  Ჴ ዴเјྙ efficiency of a souraced 

 

 なお、ೞ֥јྙH i は、ᘙ્᩿Јྙがわかっているแዴเをဇいて、以下のࡸに

より൭める。 

 

     H i  =  A / N s  

   A  Ჴ ᚘૠྙᲢcpsᲣ 

       N s Ჴ ᘙ્᩿Јྙ  

                                                        
a ړをҲఈにฯつために、ηϘーγなどを༽いるもある。 
b ࣞࢋܯӊวの H i x W x H s がࣰस I の「නԜઝື਼ౕܐࢋ[Bq/cm2/cpm]」に૮する。ただし、この਼ܐを༽
いるはN ệ N bのୱҒを cpm にすること。 
c ིްحؽ：તݱのන๎ड़ི（તݱのනからୱҒؔ࣎に๎ड़される਼ཽࢢ）にଲするఈحのਜ਼ັ਼ིܯのർ。 
d તིްݱ：તݱの๎ࣻત๎ड़ི（તݱからୱҒؔ࣎あたりに๎ड़される਼ཽࢢ）にଲするන๎ड़ིのർ。 
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 また、ዴเјྙH sはዴเのࣱཞによって҄٭するため、᬴ܱႎに൭めることが

ᩊなئӳがある。そのئӳはܤμͨのૠ͌としてഏの͌をဇいてܤμͨにᚸ̖する。 

 

 H s = 0.5 [ βዴ્ЈఋᆔᲢ EEmax ≧ 0.4 MeV Უ] 

 H s = 0.25 [ βዴ્ЈఋᆔᲢ 0.15 MeV 㸺 EEmax 㸺 0.4 MeV Უ 

       および αዴ્Јఋᆔ] 

 

 

1.2.2  ᧓ยܭඥᲢふきӕりᚾ᬴、ふきӕりඥ、スミアඥᲣのとᘙ᩿൲௨݅ࡇのย૾ܭඥ 

 ᧓ยܭඥでは、ยݣܭᝋとなるもののᘙ᩿をふきӕりろኡᲢスミアろኡᲣなどでરり、

ろኡへᆆᘍした્ݧᏡをย֥ܭでยܭすることでᢂᩉࣱᘙ᩿൲௨をᚸ̖する。ย֥ܭをย

ӳなどにஊјなยئዴが᭗いݧᢿ્ٳ、ӳやئᩊなሖにᡈづけることがཋྸႎにܭ

 。ඥであるܭ

 

1.2.2.1 ᧓ยܭඥのとသॖʙ 

① 乾ࡸ、またはࡸᲢふきӕりろኡをᢘЏな෩˳でらせてふきӕるᲣaでふきӕ

りをᘍう。 

② ふきӕるݣᝋཋᲢᚾ᬴ݣᝋཋᲣが๖なئӳはふきӕりろኡを̅ဇし、๖で

ないئӳはキムワイプやዪࠋなどをဇいるとよい。 

③ ふきӕり᩿ᆢは『 100 cm2 』bとし、このርϋを一ಮにふきӕる。 

④ ย᩿ܭをᢘЏなࢍさのщでふきӕる。ר一で一ܭのщとなることがஓましい。

このため、ᡫࠝはਦでさえられるٻきさのό࢟ろኡがဇいられる。 

⑤ ふきӕりのࢍさは、ᡫࠝの˺ಅሁにおいてᚑするئӳとӷᆉࡇのࢍさがஓま

しい。Ძׅのふきӕりでᢂᩉࣱᘙ᩿൲௨のμᢿをふきӕることはしない。 

 。でᚘยする֥ܭᝋཋをふきӕったろኡをยݣ ⑥

 

1.2.2.2 ᧓ยܭඥのᚘም૾ඥ 

 ふきӕったろኡ上のҥˮ᩿ᆢあたりのᢂᩉࣱᘙ᩿൲௨の્ݧᏡ AsrᲢBq/cm2Უを

൭めるためのᚘምࡸはˌ下のとおり。 

 

     Asr  =  ( N ệ N b ) / ( H i x F x S x H s ) 

 

       N  Ჴ ᚘૠྙᲢcpsᲣ 

                                                        
a ࣬ࣞのは、Θࢶなどからӹରがにじみड़ないようにすΖ。また、ふきखΕޛにΘࢶがਭΝΞでいΖは、๎
ࣻのଝࣨにқしながらף૫させてからܯすΖ。とくにЍત๎ड़֫झの࣬ࣞふきखΕݩࢾのは、ԜઝのΘ಼ࢶ
への৷やΘࢶのଚਭによΕգঘՃとなΕやすいことにқすΖ。 
b ふきखΖはݗड़حの༙ްとしいか、またはঘさくなけΗばならない。 
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       N b Ჴ バックグラウンドᚘૠྙᲢcpsᲣ 

       H i   Ჴ ೞ֥јྙ instrument efficiency 

       F   Ჴ ふきӕりјྙ removal factor 

       S   Ჴ ふきӕり᩿ᆢᲢcm2Უ 

       H s  Ჴ ዴเјྙ efficiency of a sourace 

 

 ೞ֥јྙH iおよびዴเјྙH sは、1.2.1.2 の͌にӷじ。 

 

 ふきӕりјྙ F は、「ふきӕりᚾ᬴Ტsmear testᲣ」をܱして᬴ܱႎに൭めるこ

とができる、Ტஜܱ፼ではふきӕりјྙを᬴ܱႎに൭めるᲣ。 

 

     F  =  Ap / Ar  

   Ap  Ჴ Ძׅのふきӕりᚾ᬴でふきӕった્ݧᏡ 

       Ar Ჴ ᚾ᬴をᘍうЭのᢂᩉࣱᘙ᩿൲௨の્ݧᏡ 

 

 たとえば、あるのふきӕりјྙを൭めようとするئӳはˌɦのように൭める。 

 

       ᲢɥでのスミアЭのᚘૠྙ ệ ɥでのスミアࢸのᚘૠྙᲣ 

             ᲢɥでのスミアЭのᚘૠྙ ệ バックグラウンドᚘૠྙᲣ 

 

 ふきӕりјྙのችࡇを᭗めたいئӳは、ふきӕりᚾ᬴を˴ׅもくりかえしてふき

ӕりјྙをምЈする。 

 

 また、ふきӕりјྙを᬴ܱႎに൭めることがᩊなئӳは、ܤμをᎋॾして

「 0.1 」をဇいることがᨥᙹや JIS ᙹでਖ਼ڜされている。しかしこの͌は

ᢅйにܤμͨの͌であり、一ᑍႎな્ݧዴᚨにおいては、ふきӕりјྙが൲௨ᘙ

᩿のឋやཞ७に̔܍することをᎋॾして、ˌɦのૠ͌がဇいられる。 

 

൲௨ᘙ᩿のឋ ふきӕりјྙ 

᩼ේᡢࣱ˳ᘙ᩿ 

Ტポリ҄طビニルᙌのெやシート、ガラスெなどᲣ 

0.5 

ේᡢࣱ˳ᘙ᩿ 

Ტஙᙌெ、ᘙ᩿ϼྸのコンクリートなどᲣ 

0.05 

᩼ේᡢࣱ・ේᡢࣱのғЎをしないئӳ 0.1 

    

  

F  =
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2 ્射ࣱᘙ᩿൲௨のᨊ௨૾ඥ 

 

2.1 ᘙ᩿൲௨のᨊ௨の基ᄽ 

① ൲௨ሖがႆᙸされたら、まずは൲௨ሖに印をつけてᲢマジックなどで࠼めにマークす

るᲣ、ᇌ入ᅠഥሁのਜ਼ፗをとる。ഏいで、൲௨ሖの周ᡀを࠼ር囲にサーベイし、周ᡀへの൲

௨ਘ大がないかをᡙួᛦ௹する。 

② ൲௨เとなった RI のఋᆔと્出ዴᆔ、エネルギー、化学࢟などのऴ報を可Ꮱなかぎりᨼ

めておくと、安全かつ効ྙႎなᨊ௨ᚘဒをᇌてることができる。 

③ RI を含む๋෩の場合、๋媒のࣱឋᲢஊೞ๋媒かೞ๋媒か、ੱႆࣱのஊሁᲣや、൲௨さ

れたもののឋとの᧙係をᎋॾして、効ௐႎかつ効ྙႎなᨊ௨ᚘဒをᇌకする。 

④ ③が不ଢで、᩼ේᡢࣱの固体ᘙ᩿の場合は、以下のဪでᨊ௨をᚾみる。 

  (1) 乾いたኡやࠋなどでふき取るᲢ乾ࡸふき取りᲣ。 

  (2) らせたኡやࠋなどでふき取るᲢࡸふき取りᲣ。 

  (3) ᕓめた中ࣱඹ剤を塗ࠋしたࢸに、乾いたኡやࠋなどでふき取る。 

  (4) キレート࢟剤ᲢEDTA やシュウᣠなどᲣを含む൦๋෩や市ᝤのᨊ௨剤を塗ࠋした 

 。などでふき取るࠋに、乾いたኡやࢸ    

⑤ ワックスが十分に塗ࠋされた᩿の場合、アルコールなどでワックスごとふき取るだけで

ᨊ௨できることがある。 

⑥ ේᡢࣱ固体ᘙ᩿の൲௨の場合は、൲௨ᢿ分を削り取ってᘙをࢌりஆえるሁのਜ਼ፗをとる。 

のᨊ௨は、履ཋሁによりᨊ௨ᎍが൲௨をਘ大してしまうことがある。ᨊ௨するᢿ屋の᩿ ⑦

出入り口で履ཋの履きஆえをࡁ࣋すると二ഏႎな൲௨ਘ大ር囲をᨂ定することができる。 

ూཋሁを回収するࡑር囲のᨊ௨の場合は、ᙐૠ名Ტᨊ௨をᘍうᎍ、ᨊ௨によりႆဃする࠼ ⑧

ᎍ、ย定ᎍの三人体制などᲣでᨊ௨作ಅを実すると安全である。 

⑨ ჺ半ถఋᆔによる൲௨でᨊ௨が容ତではない場合は、十分な᧓をおいてถᘛをࢳつの

もஊ効である。 

 

2.2 ᨊ௨係ૠ・ᨊ௨ྙ 

 以下のでᨊ௨係ૠまたはᨊ௨ྙを൭め、ᨊ௨の効ௐをᚸ価するᲢஜ実፼ではႾဦᲣ。 

 

 ᨊ௨係ૠ = ᨊ௨前のᘙ્᩿射ᏡᲢBqᲣ / ᨊ௨ࢸのᘙ્᩿射ᏡᲢBqᲣ 

 ᨊ௨ྙ  = Ტᨊ௨前ᲢBqᲣ ệ ᨊ௨ࢸᲢBqᲣᲣ / ᨊ௨前ᲢBqᲣ x 100Ტ%Უ 
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3 ܱ፼ III 「ᘙ᩿൲௨ሖのཎܭとスȟアඥによるふきӕりјྙのምܭ」 

 

3.1 ஜܱ፼でဇいるཋԼሁᲢแͳするものᲣ 

 

ȷܱ፼ I でᘙ᩿൲௨݅ࡇ੭ም̞ૠᲢBq/cm2/cpmᲣを൭めた࠼ӝ᳁᳇サȸșイȡȸタ 

ȷܱ፼ II で˂のྰが൲௨をさせたᲢc, gᲣ とアクȪȫெᲢaᲣ 

ȷふきӕりろኡᲢスȟアろኡ/スȗȸȳᲣᲫᲪ  ȷኡᙌウェスᲢキȠȯイȗሁᲣ 

ȷスȗȬȸȜトȫ  ȷࡑూཋဇȝȪܾ֥とȓȋȫᘥᲢӧ༓ཋဇȷᩊ༓ཋဇᲣ 

ȷࣱȞジック   ȷȩッȗ  ȷᘥ   

 

3.2 ܱ፼の 

 

3.2.1  แͳ 

① ᳁᳇サȸșイȡȸタのȗȭȸȖЭ᩿をȩッȗでᙴう。 

② スȗȬȸȜトȫに൦ᢊ൦をλれる。 

 。をแͳするئూཋのɟႎなፗきࡑࣱݧ્、ూཋဇȝȪܾ֥にȓȋȫᘥをかぶせࡑ ③

④ ᘥをᘺბする。 

 

3.2.2  ൲௨ሖのཎܭ、Ⴚยܭඥおよび᧓ยܭඥによるᘙ᩿൲௨݅ࡇのยܭ 

① アクȪȫெᲢaᲣを᬴ܱӨのɥにፗく。 

② ᳁᳇サȸșイȡȸタで൲௨ሖをཎܭし、ࣱȞジックでҮをつけるᲢ̞ૠ͌が᭗い

ᢿЎをɶ࣎に࠼めにむᲣ。 

③ ࣱȞジックでんだᢿЎで᳁᳇サȸșイȡȸタを᩺ഥさせ、ႺยܭඥᲢ1.2.1.1

ӋༀᲣにより൲௨ሖのᚘૠྙをยܭする。 

  Ფܭૠのɤ̿ˌɥの᧓をかけてยܭすること。 

④ ᧓ยܭඥによるふきӕりᲢ1.2.2.1 ӋༀᲣをᘍうᲢʑࡸふきӕりᲣ。 

  Ფ൲௨ሖをɶ࣎とする 10cm ׄ૾Ტ100cm2Უを、スȟアろኡをアクȪȫெに 

   ɟܭのࢍさでしつけながらふきӕるᲢщをྸにьえないことᲣ。 

⑤ ふきӕりࢸの൲௨ሖのᚘૠྙを、③とӷಮの૾ඥでยܭする。 

⑥ スȟアろኡを、アクȪȫெをરった᩿をɥにしてதɥにፗき、③とӷಮの૾ඥで 

  スȟアろኡへᆆᘍした᳃のᚘૠྙをยܭするa。 

 

 。ᲢgᲣᲣについても①᳸⑥のદ˺をᘍうᲢcᲣと໋ᑥのᲢクȪȸȠᑥの ⑦

  Ფふきӕりのᨥには、アクȪȫெのときとӷじくらいのࢍさでふきӕること。 

 

                                                        
a ຌࣰसでは GM サーベイメータを༽いた؈ҝఈのみにཻめるが、ਜ਼֮にఈするは 2Мガスフϫーカウϱター
やӹରシϱチϪーショϱカウϱターがనしている。 
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 ᚡᲢႺᚘยඥと᧓ᚘยඥᲣ  

 

᳁᳇サȸșイȡȸタのȐȃクグȩウȳȉᚘૠྙ N b Ჴ          cpm 

           Ჴ          cps 

 

 

アクȪȫெᲢaᲣ 

   

   

★ 
  

 

൲௨ሖ ふきӕりЭᲢアᲣ ふきӕりࢸᲢイᲣ スȟアろኡᲢウᲣ 

A - 1 cpm cpm cpm 

A - 2 cpm cpm cpm 

 

 ᲢクȪȸȠᑥ、cᲣ

   

   

★ 
  

 

൲௨ሖ ふきӕりЭᲢアᲣ ふきӕりࢸᲢイᲣ スȟアろኡᲢウᲣ 

B - 1 cpm cpm cpm 

B - 2 cpm cpm cpm 

 

 Ტ໋ᑥ、gᲣ

   

   

★ 
  

 

൲௨ሖ ふきӕりЭᲢアᲣ ふきӕりࢸᲢイᲣ スȟアろኡᲢウᲣ 

C - 1 cpm cpm cpm 

C - 2 cpm cpm cpm 
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3.2.3  ൦をဇいたふきӕり 

① スプȬȸボトȫの൦を൲௨ሖ˄ᡈに֩ᩤし、キȠȯイプでふきӕるᲢࡸふきӕりᲣ。 

② ふきӕったキȠȯイプに˄ბした᳃を GM サȸベイȡȸタでยܭし、൲௨がふき

ӕられていたئӳはӧ༓્ࣱݧዴࡑూཋのᘥにλれる。バックグȩウȳドȬベȫのئӳは、

᩼᳃ဇのゴȟረᲢӲ᬴ܱӨのឱΨ˄ᡈにፗいてあるᲣにࡑూする。 

③ ࡸふきӕりࢸの൲௨ሖ˄ᡈのᚘૠྙをႺยܭඥでยܭする。 

 

 

 ᚡᲢࡸふきӕりのјௐᲣ  

 

アクȪȫெ ᲢaᲣ  ᲫᲢcᲣ  ᲬᲢgᲣ 

൲௨ሖ ふきӕりࢸᲢエᲣ ൲௨ሖ ふきӕりࢸᲢエᲣ ൲௨ሖ ふきӕりࢸᲢエᲣ 

A - 1 cpm B - 1 cpm C - 1 cpm 

A - 2 cpm B - 2 cpm C - 2 cpm 

 

 

 

3.2.4  かたづけ 

① ยܭにဇいたアクȪȫெᲢaᲣやᲢc, gᲣはそのままፗいておく。 

② ふきӕりに̅ဇしたスȟアろኡやキȠȯイプሁを᳁᳇サȸベイȡȸタでยܭし、൲௨

があるئӳはӧ༓ཋ્ࡑࣱݧూཋのᘥへλれる。ないئӳは᩼᳃ဇのゴȟረへ。 

③ ᘥに൲௨がないか᳁᳇サȸベイȡȸタでᄩᛐする。൲௨があるئӳはᩊ༓ཋ્ࣱݧ

 。ӳは᩼᳃ဇのゴȟረへئూཋのᘥへλれる。ないࡑ

 。ూཋのᘥのɶのᆰൢをなるべく৷いて、ӝをしばるࡑࣱݧ્ ④

⑤ ᬴ܱӨԗᡀᲢアクȪȫெや、ࡑూཋのᘥのᡈᡀはᨊくᲣに൲௨がないか᳁᳇サȸ

ベイȡȸタでᄩᛐする。 

⑥ ᳁᳇サȸベイȡȸタのプȭȸブをᙴっていたȩップをٳしてゴȟረにਾてる。 

 

※ ˌɥでሥྸғ؏ϋでのܱ፼はኳʕです。 

  ᜒ፯ܴにり、ഏペȸジˌᨀのᚘምをܱしてください。 
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資料 8. 資料 5~7 の実習における準備マニュアル
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